
令和６年６月大和市議会第２回定例会第１日 

令和６年６月３日提出 

請 願 文 書 表 

番号   ６－２ 受付  令和６年５月２０日 

件名 
女性差別撤廃条約選択議定書の批准を求める意見書の提出を求める請願書 

紹介議員 
堀口 香奈  大波 修二  石田 裕  高久 良美 

 

請願の趣旨 

女性差別撤廃条約選択議定書は、女性差別撤廃条約の実効性を高めるために、１９９９年に国連

で採択された付属の条約です。今年は、女性差別撤廃条約選択議定書が採択されてから２５年目に

当たります。私たち「女性差別撤廃条約実現アクション神奈川」は県内の女性たちが参加して発足し

たネットワークです。女性差別撤廃条約選択議定書の速やかな批准を実現するために活動していま

す。 

現在、女性差別撤廃条約の締約国１８９か国中、１１５か国が選択議定書を批准していますが、日

本は批准していません。選択議定書は、個人通報制度と調査制度の２つの手続を定めています。 

個人通報制度は、女性差別撤廃条約で保障されている権利が侵害され、救済を求める国内手続が

尽くされた後も権利回復がなされていない場合、女性差別撤廃委員会に通報し、救済を求めること

ができる手続です。 

調査制度は、女性差別撤廃委員会が、女性差別撤廃条約に定める権利の、重大または組織的な侵害

があるという信頼できる情報を得た場合に、当該国の協力の下で調査し、国に調査結果を意見・勧告

ともに送付する制度です。 

日本における男女平等の実現は、いまだ途上にあります。各国の男女平等度を示す２０２３年の

ジェンダー・ギャップ指数の日本の総合順位は、１４６か国中１２５位です。日本は、第５次男女共

同参画基本計画で「女子差別撤廃条約の選択議定書については、早期締結について真剣に検討を進

める」と規定しています。 

ＳＤＧｓの１７の目標の第５は「ジェンダーの平等を達成し、すべての女性と女児のエンパワー

メントを図る」となっています。 

日本においては国連総会で設立を促す決議がされている国内（人権）機関が存在せず、大学医学部

入試の女性受験生への差別や、政治の分野での女性の参加、男女間の賃金格差など日本における男

女差別の是正に向けて、さらに改革のスピードを進めることが期待されています。女性差別撤廃条

約選択議定書の批准は、この現状を変え、女性の権利を国際基準にする重要な第一歩です。 



大和市では、「第３次大和市男女共同参画プラン」に基づき具体的な取組が進められています。国

が女性差別撤廃条約選沢議定書を批准することにより大和市における男女共同参画社会実現に向け

大きな力になるものです。 

現在、全国では２３４自治体で意見書の採択がされています（県内では中井町と座間市、横須賀

市、小田原市、鎌倉市、葉山町、愛川町、別途川崎市で採択）。 

大和市議会におかれましては、国会及び政府に早期批准を求める意見書を採択されますよう切に

お願いします。 

 

請願事項 

１ 大和市議会において、女性差別撤廃条約選択議定書の批准を求める意見書を採択し、国会及び

政府に提出すること。 

  



令和６年６月大和市議会第２回定例会第１日 

令和６年６月３日提出 

請 願 文 書 表 

番号   ６－３ 受付  令和６年５月２３日 

件名 
大和市子ども計画の策定と子ども会議の開催を求める請願書 

紹介議員 
堀合 研二郎  山田 己智恵  星野 翔  堀口 香奈   
高久 良美   吉田 奈々   布瀬 恵  石田 裕 

 

【請願の趣旨】 

現在、子どもには自分たちに関わることであっても決定権がないと私は強く感じています。 

子どもの権利条約第３条「子どもにとってもっともよいことを」とは、子どもに関わるあらゆるこ

とを決めるときは、大人のみで勝手に決めるのではなく、子どもの意見を聞いて、お互いに話し合っ

てから決めるということです。また、第１２条「意見を表する権利」とは、子どもは自分に関係のあ

ることについて自由に自分の意見を表する権利を持っていて、その意見は子どもの発達に応じて十

分に考慮されなければならない、ということです。 

 国連の定める子どもの権利条約は、憲法９８条第２項と子ども基本法第３条（基本理念）第１１ 

条（子ども施策に対する子ども等の意見の反映）により日本でも国内法になっています。 

憲法第９８条 

  第２項 日本国が締結した条約及び確率された国際法規は、これを誠実に順守することを必要 

とする。 

子ども基本法第３条 

第３項 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、自己に直接関係する全て

の事項に関して意見を表明する機会及び多様な社会的活動に参画する機会が確保される

こと。 

第４項 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その 

最善の利益が優先して考慮されること。 

子ども基本法第１１条 

国及び地方公共団体は、子ども施策を策定し、実施し、および評価するに当たっては、当該子ど

も施策の対象となるこども又はこどもを療育する者その他の関係者の意見を反映させるために必

要な措置を講ずるものとする。 

でも、子どもが意見を表し、それを反映していく仕組みが大和市にはあるのでしょうか。去年、私

は集団登校のおかしなところについての要望を大和市の市長、教育長、中央林間小学校の学校長、Ｐ



ＴＡ会長、校外委員長にお手紙を出しました。読んでいただいたと思いますが、私の意見が反映され

たのか、されなかったのかよく分かりませんでした。さらに、子どもからの問題提起であったことが

学校内でも、生徒にも、教育委員会などにも周知されませんでした。これでは子どもを一人の人間と

して認めているとは言えません。子どもが意見を持っても無駄だと思わせるような仕組みを今すぐ

に変えてください。意見を持った子どもが参加する「場」、意見を言える「環境」、意見を聴く大人の

存在と、その意見が反映される仕組みをつくってください。 

大和市ではどれくらいの大人が「子どもの権利条約」を知っているでしょうか。子どもの私に何が

できるかと考えると、それはこの請願書を提出することでした。大和市内で「子どもの権利条約」を

大人にも子どもにも知ってもらう場をつくってほしいです。そして、子どもも「一人の人間として人

権（権利）を持っている」ことを知ってもらい、その権利を守っていくために大人と子どもが一緒に

話し合ったり意見を交換したり、子どもの意見がその後の自分たちに関する決め事に反映するため

の仕組みの一つとして、定期的な「子ども会議」を開催してください。 

子どもの権利条約の理念を大和市で実現していくために、大和市子ども計画を策定してください。 

計画を策定する際には、子どもの意見を直接言える場を設け、その意見を計画に反映してください。

大和市の子どもの大切な権利を守り、子どもの参加の仕組みをつくり、子どもの意見が反映される

仕組みを具体的に整備していくようここに請願いたします。 

 

【要請事項】 

１）子ども基本法に基づく大和市子ども計画を策定してください。 

策定する際には、子どもが意見を言える場を設けてください。 

また、その意見を計画に反映してください。 

２）定期的な「子ども会議」を開催してください。 

３）こども会議に限らず、意見を持った子どもが参加する「場」、自由に意見を言える「環境」、意見 

を聴く大人の存在と、その意見が反映される仕組みをつくってください。 



令和６年６月大和市議会第２回定例会第１日 

令和６年６月３日提出 

陳 情 文 書 表 

番号   ６－５ 受付  令和６年５月９日 

件名 
   地方財政の充実・強化を求める意見書を国に提出することを求める陳情書 

 

陳情の項目 

地方自治法第９９条に基づき、次のとおり国に対して地方財政確立のための意見書の提出をお願

いいたします。 

１ 社会保障の維持・確保、人への投資を含めた地域活性化、デジタル化、脱炭素化、防災・減災、

物価高騰対策、地域公共交通の再構築など、地方公共団体の増大する行政需要を的確に算定し、住

民生活を支える行政体制の構築・サービスの提供に関わる人件費を含めた一般財源の充実を行う

こと。 

２ 子育て、医療、介護や虐待防止、生活困窮者自立支援など、地域社会の社会保障ニーズに対応で

きる制度と人材が継続的に確保・育成できる財源措置を講じること。 

３ 地方交付税の法定税率の引上げを行うこと。また、所得税及び消費税を対象に地方税への税源

移譲を積極的に行うこと。 

４ 会計年度任用職員への勤勉手当の支給を含め、雇用の安定と処遇の改善が図れるよう十分な財

政措置を行うこと。 

５ 特別交付税の配分にあたり、諸手当等の支給水準が国の基準を超えている自治体に対して、そ

の取扱いを理由とした特別交付税の減額措置を行わないこと。とりわけ地域手当については、県

内で同様の職務を担っているにもかかわらず、支給割合に０～１６％もの大きな格差が生じてい

ること、近隣自治体間における支給割合の差により人材確保上の困難が生じていることから、自

治体の自己決定権を尊重し、特別交付税の減額措置を廃止すること。 

６ 地域公共交通の維持が容易でなくなっている現状を踏まえ、公共交通専任担当者の積極的な確

保などを含めた財政措置を行うこと。また、地域公共交通の維持・拡充を主眼とし、一層の施策充

実を図ること。 

７ 地方交付税の財源保障・財政調整機能の強化を図り、地方公共団体の実情に応じた対策を講じ

ること。 

陳情の趣旨及び理由 

 地方公共団体には今、急激な少子・高齢社会の到来を受け、子育て、医療、介護など社会保障制度

の整備が求められているとともに、人口減少をにらんだ地域活性化対策や、脱炭素化を目指した環



境対策、デジタル化に対応した施策の充実など極めて多岐にわたる役割が求められています。さら

に、自然災害の甚大化、頻発化を踏まえた社会インフラの耐震化や地域医療体制の充実が求められ

ています。 

２０２５年度政府予算及び地方財政の検討にあたっては、増大する行政需要に対応した財源確保

を念頭に、より積極的な地方財政確立を国に求めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和６年６月大和市議会第２回定例会第１日 

令和６年６月３日提出 

陳 情 文 書 表 

番号   ６－６ 受付  令和６年５月２２日 

件名 
   大和天満宮の建築費として不当に流用された再開発補助金４３００万２７１２円の返還 

請求についての陳情書 

 

【陳情の趣旨】 

大和市議会においては、大和市が大和駅東側第４地区第一種市街地再開発事業の施行に伴い交付

した再開発補助金のうち、大和天満宮の建築費として不当に流用された４３００万２７１２円の返

還を、大和駅東側第４地区市街地再開発組合、または不当利得した宗教法人大和天満宮に請求する

よう検討するとともに、執行機関に対し、その手続を行うよう要請していただきたい。 

【陳情の理由】 

１．飯塚隆広街づくり施設部長（以下「飯塚街づくり施設部長」という。）は、令和５年１２月定例

会における石田裕市議会議員（以下「石田市議」という。）による「天満宮（以下「本件天満宮」

という。）の建設に関わってお伺いします。これは資料⑥に沿って質問していきます。天満宮（本

件天満宮）が本来組合に支払わなければならない保留床処分金８１５２万１１９０円――約８１

００万円といいます――が、神奈川県が情報公開で開示した資料②の当該再開発組合の消費税申

告書の添付文書、・・・・・。この支払い者の部分が黒塗りの保留床処分金（建物分）として記載

されている５つの部分――大和市は黒塗りなっていないですが――５つあると思います。この課

税売上げに書いてあるのは最大で３８５１万８４７８円なのですね。どこにも８１５２万１１９

０円という金額がないのです。天満宮（本件天満宮）は組合に対して必要な保留床処分金を支払っ

ていないと思料されます。何らかの形で補塡をしたとして、それが示されている書類も見当たら

ない。足りない金額はどこから用立てたのか、不足分に公金は投じられているのか、粉飾決算では

ないのか、答弁を求めます。」との質疑に対し、「大和駅東側第４地区市街地再開発組合（以下「本

件再開発組合」）による市街地再開発事業（以下「本件再開発事業」という。）の収支は、収入と支

出が一致するよう計画されております。」とした上で、「事業支出金は、既存解体工事を含む建設工

事費、補償費（保証費は誤記である。）、調査設計費、土地整備費、事務費等で構成され、事業収入

金は、保留床処分金、補助金等から構成されており、建設工事費と保留床処分金等を個別に比較す

るものではなく、全体事業費の収支の中で、法令に基づき適正に施行しております。したがいまし

て、議員御指摘の工事請負代金から保留床建物価額と権利床建物価額を引いた差額の考え方算出

された約４０億円の使途不明金につきましては存在しないものと認識しております。」と答弁（以



下「本件答弁①」という。）する。 

２．飯塚街づくり施設部長による本件答弁①を要約すれば、石田市議が不明と主張する本件天満宮

の建築費４３００万２７１２円（８１５２万１１９０円－３８５１万８４７８円。以下「本件不足

金」という。）については、事業収入である保留床処分金または補助金、あるいはその両方が充て

られていると解釈でき得るところ、保留床とは、区分所有部分のうち、権利床を除いた床（面積）

であることから、その取得費用、換言すれば、保留床処分金については、各区分所有部分を取得す

る者の自己負担（本件天満宮以外の保留床処分金を本件天満宮の建築費に充てることは不可）で

あり、また、再開発補助金の使途のうち、共同施設整備については、①に、空地等（通路、駐車施

設、児童遊園、広場、緑地、２号施設、地区施設、地区防災施設）、②に、供給処理施設（給水施

設、排水施設、電気施設、ガス供給施設、電話施設、ごみ処理施設、情報通信施設、熱供給施設）、

③に、その他施設（共用通行部分、防災機能強化、防災関連施設、防音・防振工事、社会福祉施設

等との一体的整備、立体的遊歩道及び人工地盤施設、公共用通路、駐車場、電気室及び機械室、集

会室及び管理室、高齢者等生活支援施設、子育て支援施設、避難施設、消化施設及び警報装置、監

視装置、避雷設備、テレビ障害防除施設、共用搬入施設、歴史的建築物等再生、災害時に活用可能

な集会所等の施設、特に国土交通大臣が承認したもの）に限定され、仮に、本件再開発事業に係る

再開発補助金支出の根拠規定を、「市街地再開発事業等補助要領」（建設省住街発第４７号／昭和

６２年５月２０日／建設省住宅局長通知 最終改正／平成３０年３月３０日／国住街第２４８号。

以下「本件補助要領」という。）の別表３に明記する「建築主体工事等に要する費用に乗じる数値」

として、階数６～１２階につき１００分の２６（本件補助要領第５ 補助金の額（注７）：共同施

設整備に要する費用のうち別表１に掲げる施設の整備に要する費用の合計は、原則として、建築

主体工事、屋内設備工事及び屋外付帯工事に要する費用（別表２に掲げる施設の整備に要する費

用中補助対象となるものを除く。）に、施設建築物階数の区分に応じ、それぞれ別表３に掲げる数

値を乗じて得た額とする。）とする場合であっても、これらの基準は、一般的共同住宅を射程とし、

総床面積に比して、共用共有部分を１割程度（おおむね１０％）しか有さない本件再開発事業の施

行に伴い建築される施設建築物ＹＡＭＡＴＯ文化森（以下「本件再開発建物」という。）には適さ

ないことから、本件のような例外的事例に対しては、一括積算（当該２６％の適用）ではなく、個

別積算（補助対象事業ごとに補助金を算出する方法）によるべきであり、このことは、一般論とし

て、その他補助金交付者において確認済みである。 

３．ところで、飯塚街づくり施設部長は、石田市議による「再開発組合（本件再開発組合）が行政に

提出した公文書を基に、天満宮（本件天満宮）が再開発組合（本件再開発組合）に支払うべき保留

床処分金（建物分）の計算方法をお示ししましたが、どこが間違っているのか、詳細な説明を求め

ます。」との再質疑に対しては、「天満宮（本件天満宮）の保留床建物価額につきましては、神社占



有（専有）部分建物費に共有部分建物費を加え、保留床持分を乗じて算定されております。ここで

言う神社専有部分建物費は用途別の収益率を反映したものであり、共用部分建物費は共用部分建

物費合計に共用部分共用持分を乗じて算定されたものであります。」と答弁（以下「本件答弁②」

という。）するところ、石田市議が算出した本件天満宮の建築費は、本件天満宮の区分所有（専有）

部分のみに係る建築費であり、案分となる共用部分共用持分に係る建築費は不存であることから、

飯塚街づくり施設部長の本件答弁②は、事実誤認と言わざるを得ない。さらには、飯塚街づくり施

設部長は「なお、当事業は、国による会計検査や県による補助金完了検査などにより、収支につい

て十分確認されており、適切に事業が進められたものと捉えております。」とも答弁（以下「本件

答弁③」という。）するところ、神奈川県監査委員は、本件再開発事業に係る従前の住民監査請求

において、意見として「補助金の額の確定に当たっては、補助金の算出の基礎となる補助対象経費

の算定の妥当性について適切に確認を行う必要があるが、本件監査請求において、補助対象経費

の算定の裏付けについて確認できない状況があったことは極めて問題であると言わざるを得ない。

したがって、都市整備課においては、今後本件と同様な市街地再開発事業に対して補助金を支出

する場合には、額の確定の際に、補助金の算出の基礎となる補助対象経費の妥当性について適切

に確認を行うことはもとより、その根拠となる書類の整備・保存するなどして、県としての説明責

任を適切に果たすことが必要である。」旨を教示することは、県による補助金完了検査に瑕疵ない

し不備が存することは言うまでもなく、国による会計検査とは、神奈川県の額の確定等に要する

資料のみを流用するので、当然に、国による会計検査においても適正を認識（担保）でき得ない

（実務としては、社会資本整備総合交付金として、神奈川県が大和市に対する補助金交付申請を

精査することにより、県の補助金については、同一事業を事由に、再度の精査は行わないとのこと

である。）ことから、本件答弁③については、信用に足らざるものなのである。なお、仮に、石田

市議が質疑する本件天満宮の建築費おおよそ１億５０００万円には、飯塚街づくり施設部長が答

弁する共用部分の建物費が加算されている、換言すれば、当該４３００万２７１２円は本件天満

宮に係る共用共有部分の建築費となるというのであれば、本件再開発建物の専有部分全体の床面

積（各区分所有計）は２３，３３３．７８㎡であり、本件天満宮の床面積（区分所有計）は１５０．

３６㎡であることから、その持分比率は僅か６．４４％程度にすぎないところ、仮に、飯塚街づく

り施設部長の答弁②が正しいとすると、共用部分全体の建築費は４０億２３８３万３７３４円（４

３００万２７１２円×（１００－６．４４））となり、共用共有部分はおおよそ１割程度（２３，

３３３.７８㎡÷２５，７９０.６㎡）であることから、本件建物の建築費総額はおおよそ３６２１

億０００３万６０６０円（４０億２３３３万３７３４円×（１００－１０））となり、本件再開発

組合が清水建設株式会社に支払った建築費１５７億３０２０万円に大きく乖離（おおよそ２３倍）

する矛盾が生じるのである。 



４．以上により、飯塚街づくり施設部長が答弁したごとくに、当該４３００万２７１２円が本件天満

宮に係る共用共有部分の建築費でないことは言うまでもなく、そうであれば、当該４３００万２

７１２円とは、本来、本件天満宮が負担すべき保留床（特定分譲）の建築費であることから、大和

市補助金交付規則１２条の列記部分のうち、１号または２号、もしくは６号により、同条柱書の規

定に基づき、当該４３００万２７１２円の返還を請求するよう求めるものである。 

以上 

 

【添付資料】 

疎甲第１号証   市街地再開発事業等補助要領 

疎甲第２号証の１ 市街地再開発事業に対する支援制度（交付対象項目） 

疎甲第２号証の２ 市街地再開発事業に対する支援制度（共同施設整備交付対象イメージ） 

疎甲第３号証   住民監査請求の監査結果について 

疎甲第４号証   一棟の建物の全部事項証明書 

疎甲第５号証   平成２８年６月２７日付け工事請負変更契約書 

  



令和６年６月大和市議会第２回定例会第１日 

令和６年６月３日提出 

陳 情 文 書 表 

番号   ６－７ 受付  令和６年５月２２日 

件名 
   大和駅東側第４地区市街地再開発組合がＹＡＭＡＴＯ文化森管理組合に譲渡した残余財 

産７７６５万８１６４円の返還請求についての陳情書 

 

【陳情の趣旨】 

大和市議会においては、大和駅東側第４地区市街地再開発組合が、大和駅東側第４地区第一種市

街地再開発事業の施行に伴い建築した施設建築物ＹＡＭＡＴＯ文化森の維持管理を目的に設立され

たＹＡＭＡＴＯ文化森管理組合に対し、資金譲渡した当該再開発事業における残余財産７７６５万

８１６４円のうち、４０５０万６４９８円を補助金交付者である大和市に返還させるよう検討する

とともに、執行機関に対し、その手続を行うよう要請していただきたい。 

【陳情の理由】 

１．大和市（執行機関）では、大和駅東側第４地区第一種市街地再開発（以下「本件再開発事業」と

いう。）の施行を事由に、施行者である大和駅東側第４地区市街地再開発組合（以下「本件再開発

組合」という。）に対し、市街地再開発事業の補助金として３１億１３６８万６０００円（ただし、

平成１８年度につき５５９０万円、平成１９年度につき５１９０万円、平成２５年度につき２億

８９７８万６０００円、平成２６年度につき７億１２４０万円、平成２７年度につき１４億１９

５０万円、平成２８年度につき５億８４２０万円）を交付する。 

２．本件再開発組合は、本件再開発事業の施行に伴い建築した施設建築物ＹＡＭＡＴＯ文化森（以下

「本件再開発建物」という。）の竣工により、平成２９年３月３１日に解散（同日付神奈川県告示

第１６１号）し、もって令和３年３月２６日に開催された清算総会において、残余財産７７６５万

８１６４円を、本件再開発建物の維持管理を目的に設立されたＹＡＭＡＴＯ文化森管理組合（以

下「本件管理組合」という。）に譲渡（以下「本件資金譲渡」という。）する。なお、大和駅東側第

４地区第一種市街地再開発事業決算報告書（残余財産処分報告（その２））における差引最終残余

財産の金額は７７６５万８５６６円である。 

３．国（国土交通省都市局市街地整備課長／同住宅局市街地建築課長）は、令和４年３月３１日、

各都道府県、政令指定市市街地再開発事業主務部局長に対し、「社会資本整備総合交付金の市街

地再開発事業に係る基礎額の取扱いについて」と題する通達（国都市第１５０号／国住街第２７

１号。以下「本件通達」という。）を発する。 

４．神奈川県は、本件通達に基づき、令和６年３月２７日、従前の都市再開発事業補助金等交付要綱



（令和３年４月１日施行）に対し、補助金の交付率につき、第５条第４項として「第１項の規定に

関らず、市街地再開発事業に充てられる補助金等の総額は、当該事業に要する費用から公共施設

管理者負担金及び保留床処分金等を合計した額を控除した額を限度とする。」旨を、保留床処分金

等の定義につき、第２条の第５号として「保留床処分金のほか、参加組合員負担金、特定事業参加

者負担金、国庫補助金、地方公共団体からの補助金（社会資本整備総合交付金を活用した本件補助

金を除く）、賦課金、分担金、消費税の還付金及びその他これらに類する収入をいう。」旨を、補助

事業の状況報告につき、第１１条第２項として「前項の規定により行うもののほか、知事は必要に

応じて、補助事業等の遂行の状況の報告を求め、又はこれを調査することができる。」旨を追加す

るとともに、市街地再開発事業完了時の補助金の返還として、第１６条「市街地再開発事業が完了

した場合において、補助金等の額の確定後に、当該事業に充てた補助金等の総額が、第５条第４項

に規定する限度を超えていることが明らかになった場合には、補助事業者は、知事と協議の上、差

額に相当する額を県に返還しなければならない。」旨を新設（以下「県令和６年改正」という。）す

る。なお、従前の第１６条は第１７条に、第１７条は第１８条に、第１８条は第１９条に、第１９

条は第２０条に、それぞれ移行となる。 

５．神奈川県知事は、県令和６年改正に伴い、県下の各市町村長に対し、「都市再開発事業補助金等

交付要綱の一部改正について（通知）」と題する通知（都整第２２２８号。以下「本件通知」とい

う。）を発し、大和市（執行機関）は、令和６年３月２８日、本件通知を受理（受信）する。 

６．ところで、県令和６年改正とは、要約すれば、確定申告に基づく消費税の還付金については、事

業収入である保留床処分金等に計上し、それにより生じた残余財産（事業に充てた補助金の総額

が、第５条第４項に規定する限度を超えていることが明らかになった場合の差額）については、神

奈川県に返還する趣旨であるところ、消費税の導入が平成元年度（平成元年４月１日）であること

に鑑みれば、このような趣旨の改正は、消費税が導入された当時（平成元年度）に行われるべきで

あることから、県令和６年改正には、遡及効が及ばないとしても、大和市は、本件再開発事業の管

轄（地）となる普通地方公共団体であり、神奈川県とともに、補助金を交付する者であることはも

とより、本件再開発組合、もって、本件管理組合の構成員（組合員）であることから、県令和６年

改正に照らし、道義的、かつ、道徳的責任において、本件再開発組合が還付を受けた消費税を原資

とする残余財産７７６５万８１６４円は、補助金交付者に返還されるべきものであり、大和市は、

本件再開発組合に交付された補助金のおおむね５２．１６％を負担することから、うち４０５０

万６４９８円（補助金全体のおおむね５２．１６％）については、大和市に帰属するものなのであ

る。すなわち、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以

下「補助金適化法」という。）７条２項の解釈ないし運用として、大和市（執行機関）でも、国は

もとより、神奈川県と同様に、消費税の還付金は、本来、「相当の収益」として補助金交付者に返



納すべきことを熟知するにもかかわらず、大和市第一種市街地開発事業補助金交付要綱（平成１

８年４月１３日告示第号）を整備新設するにあたり、そのような趣旨の規定を設けないことは、行

政不作為（作為義務違反）であり、この不作為は、今日に至っても黙認（放置）されているゆゆし

き問題なのである。 

７．さらには、本件再開発組合は、本件管理組合との間における「資金承継に関する覚書」（以下「本

件覚書」という。）において、譲渡した７７６５万８１６４円の使途を、①近隣対策費（近隣住民

に対するプライバシー対策（目隠しフィルム・ベランダ目隠し（鋼製）等）費を想定）、②電波障

害対策費（調査時において不在だったが、施設建築物完成後に在宅となった者からのクレームに

よる電波障害対策費を想定）、③全体共用部分不具合改善工事費（上記外で、全体共用部分に発生

する可能性のある不具合の改善工事）に限定するところ、本件覚書は、有効期間を１０年とし、そ

の後においては、本件再開発建物の維持管理に充てられる旨を定めていることはもとより、そも

そも論として、本件再開発組合と本件管理組合とは別個独立した団体であることに鑑みれば、本

件資金譲渡は、単なる無償譲渡、換言すれば、寄附にすぎないことから、これを行うことは、本件

再開発組合の財産を不当に減額（消滅）させる不当として、看過でき得ないことは言うまでもな

く、したがって、当該７７６５万８１６４円については、県令和６年改正以前においても、補助金

適化法７条２項所定の「相当な収益」として、補助金交付者に返還すべきものなのである。 

以上 

 

【添付資料】 

疎甲第１号証   大和駅東側第４地区第一種市街地再開発事業決算報告書 

疎甲第２号証   資金承継に関する覚書 

疎甲第３号証の１ 社会資本整備総合交付金の市街地再開発事業に係る基礎額の取扱いについて 

疎甲第３号証の２ （参考）市街地再開発事業の基礎額の考え方 

疎甲第４号証の１ 都市再開発事業補助金等交付要綱の一部改正について（伺い） 

疎甲第４号証の２ 都市再開発事業補助金等交付要綱の一部改正の概要 

疎甲第４号証の３ 補助金の総額の限度額の考え方 

疎甲第５号証   都市再開発事業補助金等交付要綱（改正前） 

疎甲第６号証   都市再開発事業補助金等交付要綱（改正後） 

疎甲第７号証の１ 都市再開発事業補助金等交付要綱の一部改正について（通知） 

疎甲第７号証の２ 都市再開発事業補助金等交付要綱新旧対照 

疎甲第８号証   街づくり推進課電子メール 

疎甲第９号証   大和市第一種市街地再開発事業補助金交付要綱 



令和６年６月大和市議会第２回定例会第１日 

令和６年６月３日提出 

陳 情 文 書 表 

番号   ６－８ 受付  令和６年５月２４日 

件名 
   地方自治法改正案を受け、国に地方分権の推進を求める陳情書 

 

現在、国会で審議が進んでいる自治体に対する国の指示権を拡充する地方自治法改正案への懸

念が広がっている。 

国の指示権は現状、災害対策基本法や感染症法など個別法に規定があれば行使できるが改正案

は個別法に規定がなくても「国民の生命保護のために特に必要な場合」には、国が自治体に必要な

対策の実施を閣議決定で指示できるよう特例を設ける内容だ。 

しかし「国民の生命保護のために特に必要な場合」に明確な線引きがなく、制度が乱用され、地

方の自治権がより一層、損なわれることが強く懸念されている。 

日本弁護士連合会は３月、「曖昧な要件のもとに国の指示権を一般的に認めようとする点で、憲

法の地方自治の本旨に照らし極めて問題」として反対する会長声明を出した。 

全国知事会も慎重な審議を求め、５月１０日、国の補充的指示について、国と自治体との事前協

議や、指示範囲を必要最小限にとどめるよう求める提言書を提出している。 

地方分権改革は衆参両院の「地方分権の推進に関する決議」（１９９３年）に始まり、明治以来

の中央集権的な行政を見直し、国から地方への権限移譲を進めた。また２０００年施行の地方分

権一括法で国と地方は「対等・協力」の関係とされ、国の地方行政への関与を縮小してきた。しか

し、「地方分権を推進する決議」で問題視された、東京一極集中は、より激しさを増しており、ほ

ぼ全ての自治体が国からの交付金に依存しなければならない実情は、いまだ中央集権的な社会構

造が色濃く残っていることの証左であり、日本の地方自治の確立は道半ばである。 

今回の国の指示権を拡大する地方自治法改正案は、この地方分権の流れに著しく逆行するもの

であり到底、看過できない。 

以上を踏まえて、大和市議会として国に以下の項目を意見するよう求める。 

 

１．国の指示権は個別法に基づいて行使すること。 

２．有事の際は地方自治体の財政や権限の裁量権を拡充し、それぞれの地域の実情に合った対

策が迅速に打てるよう体制整備を進めること。 

３．改めて１９９３年の衆参両院による「地方分権の推進に関する決議」に立ち戻り、同決議に

あるとおり、国から地方への権限移譲、地方財源の充実強化等、地方公共団体の自主性、自



立性の強化を図り、二十一世紀にふさわしい地方自治を確立すること。 

以上 


